	トラック運送業


足もとの売上げは、消費増税による反動減で減少した。規制緩和に伴う競争激化により、運賃は長期的に低水準であり、足もとの軽油価格の高騰とあわせて収益は厳しい。運賃の引き上げが課題である。また、ドライバー不足も業界の問題である。
こうした中、荷主の新規開拓により、生き残りをはかる動きもみられる。
サービス・業界の概要
国内貨物輸送は、トラック、鉄道、内航海運及び国内航空の四つの輸送機関が担っている。国内貨物総輸送量は年間約48億トンで、トンキロ（トン数×輸送距離、仕事量をあらわした単位）では約4,093億トンキロとなる。国内貨物輸送のうち、トラックの占める割合が非常に高く、輸送トン数で全体の91.4％、輸送トンキロで51.3％を占める（平成24年度、国土交通省各種輸送統計より）。船舶をはじめ鉄道や航空輸送においても、末端輸送の大半をトラックが担っており、その市場規模は12兆円を超え、物流市場全体の約６割を占めているなど、トラック輸送が国内物流の基幹的役割を果たしている（日本トラック協会「日本のトラック輸送産業 現状と課題 2013」）。
平成２年に貨物自動車運送事業法と貨物運送取扱事業法（15年に貨物利用運送事業法に改称）の物流二法が施行されてから、参入規制が免許制から許可制へ、運賃が許可制から事前届出制へと変更され、トラック運送事業の規制緩和が始まった。さらに15年には、運賃を事後届出制にするなど、さらなる規制緩和がはかられた。これらとあわせて、最低保有車両台数が削減されていったことにより、トラック運送事業者の参入が激化した（国立国会図書館 調査及び立法考査局（2009）「経済分野における規制改革の影響と対策」）。国土交通省によると、２年度のトラック運送事業者は40,072社で、19年度の63,122社まで一貫して増加している。19年度以降は横ばいである。

（社）大阪府トラック協会でも、会員数は２年度の3,325社から12年度の3,882社へと、保有車両数は２年度の84,532台から10年度の98,529台へと一貫して増加した。会員数、保有車両数それぞれ12年度、10年度から減少傾向にあり、25 年度では3,393社、83,356台となっている（表１）。
大阪の地位と特徴

24年における大阪府の道路貨物運送業は、事業所が5,098箇所、従業者数が118,410人と、東京都の6,089箇所、143,457人に次ぐ全国第２位であり、対全国シェアはそれぞれ、7.5％、7.7％となっている（総務省「平成24年経済センサス－活動調査」）。

売上げは減少
国内トラックの貨物輸送トン数は、22、23年度は増加したが、24年度から減少に転じた。月別でみると、25年12月を除いて、25年８月から増加している。トンキロ数でみると、25年８月から26年３月にかけて増加し続けている（表２）。これらの増加は、主には消費増税に伴う駆け込み需要によるものである。ヒアリングでは、足もと26年７-９月期の売上げは減少したという声が多く聞かれた。主な要因は消費増税による駆け込み需要の反動減であり、４月時点から減少し始めたという。他には、夏の天候不順も要因として聞かれた。ここ２、３年の売上げは、取扱い荷物によって異なり、ほぼ横ばいという事業者と、毎年徐々に減少しているという事業者とに分かれた。長期的には、荷主の拠点の海外移転による影響がみられるという。
収益は厳しい
原油価格の高騰に伴う軽油価格の高騰により、収益は厳しい。軽油価格は特に26年６月から８月にかけて大幅に上昇した（表３）。こうした燃料高騰はここ４、５年で顕著になり、同時に収益も厳しくなったという。零細のトラック事業者では価格転嫁率はほとんどゼロである。価格転嫁を要請しても、他の事業者に受注を取られるだけであるという。ただし、化学薬品など、特殊な貨物を扱う事業者や、大手の荷主から直で受注している事業者においては、価格転嫁は進んでいる。足もとでは、原油価格は低下しているが、即座に軽油価格に反映されず、軽油価格は高止まりしている（表３のb-a）。こうした中、26年4月の高速道路の料金改定による実質値上げは、事業者への追い討ちである。
また、荷主から中小・零細事業者に受注が入るまでに、元請事業者から何段階かの取引を経由する下請構造の多層化がみられることにより、安い運賃で受注せざるを得ないという事業者もある。
運賃の引き上げは、中小・零細事業者全体としての課題である。大きな転機は２年の規制緩和以降の運賃の低下である。こうした状況下で、ここ数年は赤字続きという事業者もあった。中には、30年ほど前のタリフ（運賃表）を使用している事業者もある。また、経営者の私財をつぎこんで経営を維持している事業者もあり、事業継続ラインぎりぎりの事業者も多く、資金繰りは厳しいとする事業者は多い。
設備投資は慎重

需要が伸び悩む中、資金的にも余裕が無く、新たにトラックを調達する余裕が無いという事業者が多かった。納入先の環境規制にあわせて積極的に新型車を導入してきた企業もあるが、ここ数年は順次更新する程度であるという。ただし、化学薬品など特殊な貨物を取り扱う事業者では、さらなる受注獲得のため、特殊な機能を備えた高額な車両を購入している事例もあった。また、新規ドライバー獲得のため、あえて新しい車両を購入している企業もある。

また、トラック運送事業は、ドライバー１人あるいは長距離運送では２人にトラック１台というビジネス形態であり、経営効率を上昇させることが困難である。万が一に備えて予備車を保有している事業者もあるが、これを除けば、採算性の低い受注を受けるなどの背景もあり、稼働率はほぼフル稼働である。
ドライバー不足
ドライバー不足は、トラック運送業界全体の問題である。低い給与水準といわゆる３Ｋの仕事というイメージがあり、若手が敬遠するためである。また、19年に施行された道路交通法改正により、中型免許が新設され、普通免許での車輌総重量が８トン未満から５トン未満へと制限された。このためドライバーは、５トン以上11トン未満の中型免許を取得する必要性が出てきた。免許の受験資格は、普通免許は18歳以上であるが、中型免許は20歳以上かつ経験２年以上である。このため、高校を卒業してすぐにドライバーになることが難しくなり、若手離れを加速している。また、ドライバーの高齢化も問題であり、今後大量に退職した場合のドライバー確保に頭を悩ませている事業者もあった。ドライバーは経験が必要とされるため、容易に臨時雇いなどを活用できないという。ドライバー不足の問題は、特に長距離輸送で深刻であり、発注元の大手メーカーでは、長距離輸送を鉄道に切り替えているところもある。

経営上の取り組み

大手企業を荷主に持つ場合は、企業の系列ごとに運送を請け負う業者は固定されていることが多い。需要の低減により、こうした固定された受注関係から、系列外の新たな受注を獲得する動きもみられる。また、トラックの稼働率をさらに上げるため、一部の事業者では、荷主の受注に一日20時間体制で対応したり、ドライバーの搭乗時間を増やしたりする動きもみられる。

今後の見通し

今後は、運賃の値上げ、あるいは軽油価格の値下げがないと厳しいとする企業が多い。ただし、需要動向については、今年度の下期は横ばいとする企業もあり、むしろ来年の増税を不安視する声も聞かれた。こうした中、中長期的には円安に伴う企業の国内回帰に期待する声もある。
（福井　紳也）
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昭和60年度 3,080 1.2 68,224 4.7

平成2年度 3,325 2.4 84,532 5.0

10年度 3,842 1.1 98,529 0.5

12年度 3,882 0.5 95,068 -1.7

15年度 3,760 -1.8 90,884 -3.2

20年度 3,685 -0.6 85,655 0.1

21年度 3,568 -3.2 82,949 -3.2

22年度 3,501 -1.9 82,909 0.0

23年度 3,450 -1.5 82,677 -0.3

24年度 3,424 -0.8 82,686 0.0

25年度 3,393 -0.9 83,356 0.8

表１　大阪府トラック協会の会員数及び保有営業車両数推移


（単位：社、台、％）
資料：大阪府トラック協会
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昭和60年度 5,048 - 205,941

平成2年度 5,985 - 272,579

10年度 5,691 -4.1 299,125 -1.8

15年度 5,113 -2.0 320,466 3.2

20年度 4,601 -4.4 344,939 -2.4

21年度 4,340 -5.7 333,181 -3.4

22年度 4,538 4.6 246,175 -26.1

23年度 4,557 0.4 233,956 -5.0

24年度 4,366 -4.2 209,956 -10.3

25年4月 332 -1.4 16,854 -4.2

5月 341 -1.8 17,471 -3.9

6月 338 -4.4 17,098 -7.7

7月 341 -6.2 17,231 -4.1

8月 345 1.8 17,923 8.4

9月 370 4.2 18,314 2.3

10月 365 1.6 18,814 14.9

11月 369 1.2 17,889 7.8

12月 388 -5.5 19,027 2

26年1月 392 0.1 16,495 1.1

2月 361 2.3 17,457 2.6

3月 404 3.1 19,518 6.7

表２　国内トラック貨物輸送量の推移


　（単位：百万トン、百万トンキロ、％）
資料：国土交通省「自動車輸送統計年報」　



（注１）平成22年10月より、調査方法及び集計方法を変更したため、平成22年９月以前の統計数値の公表値とは時系列上の連続性が担保されない。




（注２）平成23年３月及び４月の、北海道運輸局及び東北運輸局の数値は参考値。

表３　原油価格と経由小売価格の推移


[image: image3.emf]a.原油価格 b.軽油小売価格 b-a

22年平均 79.4 113.1 33.7

23年平均 95.0 125.7 30.7

24年平均 94.1 126.5 32.3

25年平均 97.9 132.5 34.5

26年1月 95.0 135.7 40.7

2月 100.7 135.8 35.1

3月 100.6 135.8 35.3

4月 102.2 140.2 38.0

5月 102.0 142.1 40.0

6月 105.2 143.7 38.5

7月 103.0 146.8 43.8

8月 96.4 146.4 50.0

9月 93.3 144.8 51.4

10月 84.4 142.2 57.8

（単位：ドル／バーレル、円／リットル）
資料：IMF "Primary Commodity Prices"、資源エネルギー庁「石油製品価格調査」

（注１）原油価格はWTI




（注２）軽油小売価格は給油所小売価格調査の週次データの月間（年間）平均
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